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高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画の策定に向けて 

 

■ 高齢者福祉計画・介護保険事業計画の位置付け 

 

  高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画とは、高齢者に関する各種の保健福祉事業や介護

保険制度の円滑な実施に関する総合的な計画として、取り組むべき課題等を明らかにしたう

えで、今後の目標及び施策方針等を定めたものであり、国の基本指針に即して、３年を一期

として作成されるものです。 

  行田市においても、現在、平成27年度～平成29年度の３か年を計画期間とした「第６期行

田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（以下「第６期計画」という。）に基づき、

高齢者福祉施策の一層の充実を推進しているところでありますが、併せて、第６期計画の最

終年度である今年度においては、平成30年度～平成32年度の３か年を計画期間とする「第７

期行田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（以下「第７期計画」という。）を策定

することが求められています。 

 

■ 第７期計画策定に向けた国の動き 
 

１．地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律 

  高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度

の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に対して必要なサービスが

提供される仕組みづくりを強化することを目的とし、法律の一部が改正されました。 
 

 

 

（１）自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

●主な法律事項 

 ・計画策定にあたり、地域課題の分析の実施（国提供の地域包括ケア「見える化」システム等の活用） 

 ・計画書に、介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載 → 目標達成状況の公表及び報告 

 ・都道府県による市町村支援の規定の整備 

 ・財政的インセンティブの付与の規定の整備 

厚生労働省 HP より 
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（２）新たな介護保険施設の創設 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理

が必要な重度要介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」とし

ての機能を兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

① 市町村による、地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくりに関する規定 

    ➢ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備 

    ➢ 住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応

じ、関係機関と連絡調整等を行う体制 

    ➢ 主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働して、

複合化した地域生活課題を解決するための体制 

② 地域福祉計画の充実 

  ➢ 福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

③ 新たな共生型サービスの位置付け 

➢ 高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障

害福祉両方の制度に、新たな共生型サービスを位置付け。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜新たな介護保険施設の概要＞ 

厚生労働省 HP より 

＜新たな共生型サービスの考え方＞ 

厚生労働省 HP より 
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（１）現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し 

 
 

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の

持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち

特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（た

だし、月額 44,400 円の負担の上限あり。） 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）介護納付金における総報酬割の導入 

第２号被保険者（40～64 歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課しており、

各医療保険者が加入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付している。 

各医療保険者は、介護納付金を、２号被保険者である『加入者数に応じて負担』している

が、これを被用者保険間では『報酬額に比例した負担』とする。（段階的に導入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険制度の持続可能性の確保 

 

(※１) 

具体的な基準は政令事項。現時点では、「合計所得金額（給与収

入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額） 

220 万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額 340 万円以

上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合 463 万円以上）」とするこ

とを想定。⇒単身で年金収入のみの場合 344 万円以上に相当。 

(※２) 

「合計所得金額 160 万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得

金額 280 万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合 346 万円以

上）」⇒単身で年金収入のみの場合 280 万円以上に相当 

＜介護納付金における総報酬割の導入の考え方＞ 

厚生労働省 HP より 

厚生労働省 HP より 

＜利用者負担割合見直しの考え方＞ 
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２．介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成28年12月９日） 

  「地域包括ケアシステムの推進」と「介護保険制度の持続可能性の確保」をより深化・推進

するため、平成 28 年 12 月に介護保険部会（厚生労働省社会保障審議会）において提出され

た意見書のうち、国の基本指針の検討にあたって考慮すべき要素として掲げられている事項

（但し、上記１以外の事項）は以下のとおりであり、第７期計画の策定において留意が必要と

なります。 

（１）地域包括支援センターの機能強化について 

（２）新オレンジプランに基づく認知症の容態に応じたサービスを受けられる仕組みの構築、

認知症の人の視点に立った施策の推進等について 

（３）介護人材の確保（生産性向上・業務効率化等）について 

（４）都道府県による研修や医療職派遣に関する調整等について 

 

３．地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（平成28年12月26日一部改

正） 

  「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」のうち、国の基本指

針の検討にあたって考慮すべき要素として掲げられている事項は以下のとおりであり、第７

期計画の策定において留意が必要となります。 

（１）医療計画、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画を一体的に作成

し、これらの計画の整合性を確保できるよう、都道府県や市町村における計画作成におい

て、関係者による協議の場の設置について 

（２）病床の機能分化・連携の推進に伴う在宅医療等の新たなサービス必要量における医療計

画と介護保険事業計画の整合性の確保と医療・介護の提供体制の整備について 

 

４．その他、基本指針の検討にあたって考慮すべき要素 

  上記１～３以外に、国の基本指針の作成にあたって考慮すべき要素として、以下の事項が

掲げられており、第７期計画の策定において留意が必要となります。 

（１）介護をしながら仕事を続けることができる「介護離職ゼロ」の実現について 

（２）介護保険事業計画上での総量規制の取扱いによる介護療養病床からの転換支援の継続に

ついて 

 

■ 国の基本指針について 
 

  国の基本指針は、上記法律の改正等を踏まえ、今後改正される予定となっていますが、第７

期計画の策定に向けた基本指針では、第６期で目指した目標や具体的な施策を踏まえ、地域包

括ケアシステムの着実な構築に向けた取組を進めていくための位置付けを明確にするととも

に、医療計画との整合性や一体的な作成体制の整備について定められるものと考えられるた

め、行田市第７期計画の策定においても、基本指針の改正内容との整合性に留意しつつ策定し
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ていくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 第７期介護保険事業計画において想定される記載すべき事項 
 

  市町村介護保険事業計画は、国の基本指針をガイドラインとして作成されるべきものであ

り、基本指針の改正（案）より、第７期計画で新たに盛り込むべき内容は概ね以下のとおりと

なります。 
 

 

現行（旧） 見直し案（新） 

□ 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 
 

１．日常生活圏域 

２．各年度における介護給付等サービスの種類 

ごとの量の見込み 

①各年度における介護給付対象サービスの 

種類ごとの量の見込み 

②各年度における予防給付対象サービスの 

種類ごとの量の見込み 

３．各年度における地域支援事業の量の見込み 

 ①総合事業の量の見込み 

 ②包括的支援事業の量の見込み 

 

１．日常生活圏域 

２．各年度における介護及び予防給付サービス 

の種類ごとの量の見込み 

①各年度における介護給付対象サービスの 

種類ごとの量の見込み 

②各年度における予防給付対象サービスの 

種類ごとの量の見込み 

３．各年度における地域支援事業の量の見込み 

 ①総合事業の量の見込み 

 ②包括的支援事業の量の見込み 

４．被保険者の地域における自立した日常生活

の支援、要介護状態等の予防又は軽減若し

くは悪化の防止、介護給付等の適正化への

＜国の基本指針の改正に係る今後のスケジュール＞ 

厚生労働省 HP より 

＜国の基本指針の見直し（案）＞ 
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取り組み及び目標設定 
 

 

現行（旧） 見直し案（新） 

□ 市町村介護保険事業計画の任意的記載事項 
 

１．地域包括ケアシステム構築のため重点的に 

  取り組むことが必要な事項 

 ①在宅医療・介護連携の推進 

 ②認知症対策の推進 

 ③生活支援・介護予防サービスの基盤整備

の 

推進 

 

 ④高齢者の居住安定に係る施策との連携 

２．各年度における介護給付等サービスの種類 

ごとの見込量を確保するための方策 

①関係者の意見の反映 

②公募による事業者の指定 

③報酬の独自設定 

 

３．各年度における地域支援事業に要する費

用の額及び見込量を確保するための方策 

①地域支援事業に要する費用の額 

②総合事業のうち、訪問型サービス、通所型

サービス、その他の生活支援サービスの種

類ごとの見込量を確保するための方策 

 ③地域支援事業及び予防給付の実施による

介護予防の達成状況の点検及び評価 

 ④総合事業の実施状況の調査、分析及び評

価 

４．介護給付等対象サービス及び地域支援事

業の円滑な提供を図るための事業等に関

する事項 

 ①介護給付等対象サービス 

 ②総合事業 

 ③地域包括支援センターの設置及び適切な

運営 

５．地域包括支援センター及び生活支援・介護

 

１．地域包括ケアシステム構築のため重点的に 

  取り組むことが必要な事項 

 ①在宅医療・介護連携の推進 

 ②認知症対策の推進 

 ③生活支援・介護予防サービスの基盤整備

の 

推進 

 ④地域ケア会議の推進 

 ⑤高齢者の居住安定に係る施策との連携 

２．各年度における介護給付等サービスの種類 

ごとの見込量を確保するための方策 

①関係者の意見の反映 

②公募及び協議による事業者の指定 

③報酬の独自設定 

④人材の確保及び資質の向上 

３．各年度における地域支援事業に要する費

用の額及び見込量を確保するための方策 

①地域支援事業に要する費用の額 

②総合事業のうち、訪問型サービス、通所型

サービス、その他の生活支援サービスの種

類ごとの見込量を確保するための方策 

 ③地域支援事業及び予防給付の実施による

介護予防の達成状況の点検及び評価 

 ④総合事業の実施状況の調査、分析及び評

価 

４．介護給付等対象サービス及び地域支援事

業の円滑な提供を図るための事業等に関

する事項 

 ①介護給付等対象サービス 

 ②総合事業 

 ③地域包括支援センターの設置、適切な運営

及び評価 

５．地域包括支援センター及び生活支援・介護
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予防サービスの情報公開に関する事項 

６．市町村独自事業に関する事項 

 ①保健福祉事業に関する事項 

 ②市町村特別給付に関する事項 

７．介護給付の適正化に関する事項 

８．療養病床の円滑な転換を図るための事業に

関する事項 
 

予防サービスの情報公開に関する事項 

６．市町村独自事業に関する事項 

 ①保健福祉事業に関する事項 

 ②市町村特別給付に関する事項 

－ 

７．療養病床の円滑な転換を図るための事業に

関する事項 

 


